
〇 市街化区域内の農地で良好な生活環境の確保に効用があり、公共施設等の 

  敷地として適している300㎡以上の農地を都市計画に定め、建築行為等を

  許可制により規制し、都市農地の計画的な保全を図る制度です。

〇 三大都市圏特定市では、生産緑地以外の市街化区域農地は宅地並み課税が

  適用されるのに対し、生産緑地は軽減措置が講じられています。

＜手続きの流れ＞

＜税制措置＞

・固定資産税が農地課税

・相続税の納税猶予制度が適用

【指定要件】
・300㎡以上の一団の農地
・公共施設の敷地として適する
・農林漁業の継続が可能

生産緑地地区の都市計画決定（吉川市）

建築等の行為制限、農地等としての管理

・主たる従事者の死亡等
・指定後30年経過

買取りの申出（生産緑地買取申出書）

買い取る旨の通知

法律の目的に沿った
適切な管理 

営農の継続

買い取らない旨の通知

農林漁業希望者へのあっせん

農地等として
生産緑地の管理

不調の場合
行為制限解除


